
職場において従業員とのトラブルを未然に防止するためには、会社側が労働関係法令の基本を

十分に理解し、法に則った労務管理を日々適切に行わなければなりません。万が一従業員とのトラ

ブルが発生した場合にも、そうした日々の積み重ねが最終的に会社を守ることになります。 

今回は人事・労務管理の担当者や責任者を対象に、人事・労務管理上注意しなければならない労

働法上の様々な問題とその対応について法令や判例等を踏まえながら解説します。 

-CONTENTS- 

１．労働法の基礎知識(労働法とは) 

２．労働契約に関する問題 

・労働契約の当事者となる労働者 

・就業規則を適用するための要件と効果 

・就業規則による労働条件の不利益変更の可否 

３．募集・採用に関する問題 

・採用選考時に守らなければならないルール 

・採用選考時における情報の取得の可否 

・内定取消、試用期間における本採用拒否の可否 

４．賃金・賞与・退職金に関する問題 

・賃金の支払いに関するルール  

・賞与や退職金の支給に関する注意点(退職金の減額等) 

５．労働時間規制と健康管理に関する問題 

・賃金を支払うべき実労働時間 

・未払いを防止するための労働時間等 

・労基法が定める各労働時間制度の枠組み・ルール 

・残業代の定額払い 

・労働者の健康に配慮した労働時間管理の方法  

・メンタル不調者への対応上の注意点 

６．懲戒処分に関する問題 

・懲戒処分を行うために守るべきルール 

・懲戒処分に関する注意点(始末書、氏名の公表等) 

７．職場環境とセクハラ・パワハラに関する問題 

・セクハラ・パワハラに該当する言動 

・ハラスメント事案への対応上の注意点 

８．労働契約解消に関する問題 

・合意退職と辞職 

・解雇に必要な手続き 

・解雇が可能となる場合 

・普通解雇と整理解雇 

・有期労働契約者を雇止めする場合の注意点 

９．最近の労働法令の裁判例 

 

 

開催日時 
令和７年７月４日(金) 

１０時００分～１６時３０分 

会  場 
経協会館３階ホール（新潟県経営者協会） 

新潟市中央区川岸町１－４７－３ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  主催 一般社団法人新潟県経営者協会 

採用から退職までの 

労働法上の諸問題とその対応 

人事労務講座 

講師 石嵜・山中総合法律事務所 代表弁護士 吉野 公浩 氏  

早稲田大学法学部卒業。地方公務員勤務を経て平成 14 年司法試験合格。平成 16 年弁護

士登録（第一東京弁護士会・経営法曹会議所属）。令和 4年に代表弁護士就任。労働事件の経

営者側代理人として訴訟等を担当、顧客企業の労務相談に対応する他、企業内のコンプライアン

ス調査や研修・指導等を行っている。主な取扱分野は労働法、会社法等。【主な論文・著書】『人

事労務の法律と実務』（厚友出版、共著）、『懲戒権行使の法律実務（第２版）』（中央経済社、共

著）等 

 

 



受 講 料 
一  般   １７，６００円 (１名・消費税込)  

会員会社   １１，０００円 (１名・消費税込)  
定 員 ６０名 

申 込 方 法 

下記申込書にて FAX(025－267－2310）または 

ホームページ(https://www.niigata-keikyo.jp)よりお申し込みください。 

※受講票は発行いたしません。定員に達し、受講できない場合はご連絡いたします。 

申 込 締 切 日 

令和７年６月２７日(金) 

※受講料は土日祝祭日を除く開催日 2日前までに納入願います。 

※お申込み後のキャンセルにつきましては、土日祝祭日を除く開催前日の正午以降の取り消し(欠席

を含む)はキャンセル料として受講料の全額を申し受けます。その場合、資料等を後日送付いたし

ます。詳細は新潟県経営者協会のホームページをご覧ください。 

振 込 先 

口座名:「一般社団法人 新潟県経営者協会（ｼｬ．ｹﾝｹｲｴｲｼｬｷｮｳｶｲ）」 

第四北越銀行・白山支店 普通預金№5062280 

(↑令和 7年 3月より口座が変わりました) 

大光銀行・新潟支店 普通預金№314069 

※申込後、請求書をお送りいたします。 

※振込手数料は貴社にてご負担をお願いいたします。 

※領収書は発行いたしませんので、必要の場合はご連絡ください。 

備 考 

・昼食の用意はございません。 

・駐車場がございませんので、近隣の有料駐車場（陸上競技場、白山公園駐車場等） 

をご利用ください。 

お 問 合 せ (一社)新潟県経営者協会 事務局 ℡(025)267－2311  

 

(一社)新潟県経営者協会 行 FAX (025)267-2310   

人事労務講座申込書（７/４） 

会 社 名 
 

所 在 地 
(〒           ) 

 

ご 担 当 者 お名前              所属・役職 

連 絡 先 TEL:              FAX: 

 

参加者氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ) 所属・役職 

１ 
(                            )  

２ 
(                            )  

３ 
(                            )  

４ 
(                            )  

５ 
(                            )  

ご記入いただいた個人情報は、本セミナーに関するお申込者様への連絡、受付やセミナーの運営のために利用いたします。また、今後各

種セミナーや当協会の事業等に関する情報をお届けするために、利用することがございます。なお、ご本人から同意を頂いた場合、また

は法令に基づく場合を除き、お預かりした個人情報を第三者に提供することはございません。 


